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(57)【要約】
【課題】赤色燐光材料の弱点を補完して発光特性を改善
させた発光材料を提供することであり、また他の目的と
しては商用化できる程度の収率を確保することができる
製造方法の提供。
【解決手段】本発明は下記化学式１の化合物と化学式２
の化合物の混合物を含む電場発光材料、これを製造する
製造方法、及びこれを備えた表示素子に関する。
　［化学式１］

　［化学式２］

前記化学式１と化学式２において、Ｒ１ないしＲ４は等
しくても相異なっていてもよく、お互いに独立的な水素
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記化学式１の化合物と化学式２の化合物の混合物を含む電場発光材料。
　［化学式１］

　［化学式２］

　［化学式１と化学式２において、Ｒ１ないしＲ４は等しくても相異なっていてもよく、
互いに独立的な水素、ハロゲン置換基を有する又は有しない直鎖又は分枝鎖のＣ１-Ｃ５

のアルキル基、またはハロゲン基である。］
【請求項２】
　請求項１において、下記化学式３の化合物及び化学式４の化合物の混合物を含む電場発
光材料。
　［化学式３］

　［化学式４］

　［Ｒ１=Ｒ３、Ｒ２=Ｒ４であり、Ｒ１とＲ２は互いに独立的な水素、メチル、エチル、
又はフッ素である。]
【請求項３】
　Ｒ１ないしＲ４がすべて水素であり、化学式３の化合物及び化学式４の化合物の混合物
を含むことを特徴とする請求項２に記載の電場発光材料。
【請求項４】
　化学式３の化合物が１ないし９モル、化学式４の化合物が９ないし１モルの比の混合物
を含むことを特徴とする、請求項１ないし３の中のいずれかに記載の電場発光材料。
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【請求項５】
　化学式３の化合物が３ないし５モル、化学式４の化合物が７ないし５モルの比の混合物
を含むことを特徴とする請求項４に記載の電場発光材料。
【請求項６】
　ａ）下記の反応式１又は反応式２のように、２-ペニルイソキノリン誘導体又は２-ペニ
ルピリジン誘導体と塩化イリジウムを有機溶媒存在下で反応させてμ-ジクロロジイリジ
ウム化合物を製造する段階と、
　ｂ）前記段階で製造されたμ-ジクロロジイリジウム化合物と前記ａ）段階で反応に加
えなかった２-ペニルピリジン誘導体又は２-ペニルイソキノリン誘導体を有機溶媒存在下
で９０ないし１３０℃で反応させる段階と、
　を含む請求項１に記載の化学式１の化合物と化学式２の化合物の混合物を含む電場発光
材料の製造方法。
　［反応式１］　

　［反応式２］

【請求項７】
　請求項１～５のいずれかの混合物を含む電場発光材料を備えた表示素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は混合物を含む電場発光材料とこれを製造する方法、及び混合物を含む前記電場
発光材料を含む表示素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　表示素子において、電場発光素子（Ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ ｄｅｖ
ｉｃｅ：ＥＬ ｄｅｖｉｃｅ）は、自己発光形表示素子として視野角が広くコントラスト
が優秀なだけではなく、回答速度が速いという長所を持っている。
【０００３】
　一方、１９８７年にイーストマンコダック（Ｅａｓｔｍａｎ Ｋｏｄａｋ）社では発光
層形成用材料として低分子である芳香族ジアミンとアルミニウム錯体を利用した有機ＥＬ
素子を初めて開発した［Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．５１、９１３、１９８７］。
【０００４】
　有機ＥＬ素子において発光効率を決める一番重要な要因は発光材料である。発光材料に
は現在まで蛍光材料が広く使われているが、電気発光のメカニズム上、燐光材料の開発は
理論的に４倍まで発光効率を改善させることができる一番良い方法の一つである。
【０００５】
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　現在までイリジウム（ＩＩＩ）錯体系列が燐光発光材料として広く知られており、さら
に、各ＲＧＢ別には（ａｃａｃ）Ｉｒ（ｂｔｐ）２、Ｉｒ（ｐｐｙ）３及びＦｉｒｐｉｃ
などの材料が知られており（Ｂａｌｄｏなど、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．ｌｅｔｔ．、Ｖｏｌ
７５、Ｎｏ．１、４、１９９９：ＷＯ００／７０６５５：ＷＯ０２／７４９２：韓国公開
特許公報２００４-１４３４６）、特に、最近日本や欧米で多くの燐光材料が研究されて
いる。　

【０００６】
　従来の燐光材料の中では、優れた赤色発光材料である２-ペニルイソキノリン（２-フェ
ニルイソキノリン）のイリジウム錯体があり、ＥＬの特性が非常に優秀で濃い赤色の色純
度及び高発光効率を持つことが知られている（参考文献：Ａ．Ｔｓｕｂｏｙａｍａ、ｅｔ
．ａｌ．、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．２００３、１２５（４２）、１２９７１-１２
９７９）。

【０００７】
　さらに、赤色材料の場合、寿命に関わる大きい問題がなく、色純度や発光効率が優秀な
らば商用化が容易であるという面を持っている。従って、前記のイリジウム錯体は優れた
色純度及び発光効率によって商用化の可能性が非常に高い材料だと言えるが、前記２-ペ
ニルイソキノリンイリジウム錯体の場合、昇華温度が非常に高く、幅広く知られている燐
光緑色材料対比６０℃以上の高温での工程が要求されるという短所を持っている。
【０００８】
　このような高温での工程の適用は、ディスプレイー製造工程時に有機材料に持続的な高
温環境を提供するため有機材料の熱安定性に致命的な影響を与えることになる。このよう
な高温昇華点を持つ材料の昇華点低下は材料の工程性を確保する上で非常に重要である。
また、前記の２-ペニルイソキノリンイリジウム系錯体は製造過程での収率が低く、精製
が難しいという問題があり商用化においてこの問題を乗り越えなければならない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は前記のような問題点を解決するために、このような赤色燐光材料の弱点
を補完して発光特性を改善させた発光材料を提供することであり、また他の目的としては
商用化できる程度の収率を確保できる製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
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　本発明では前記の従来の問題点を解決するために努力した結果、発光特性が優れ収率が
高く製造が容易な混合物を含む電場発光材料を得た。具体的には、本発明による電場発光
材料は下記の化学式１の化合物と化学式２の化合物の混合物を含むことを特徴とする。
　［化学式１］

　［化学式２］

【００１１】
　前記化学式１と化学式２において、Ｒ１ないしＲ４は等しくても相異なっていてもよく
、お互いに独立的な水素、ハロゲンが置換されるか置換されない直鎖又は分枝鎖のＣ１-
Ｃ５のアルキル基、またはハロゲン基である。本発明による混合物を含む電場発光材料は
、優れた発光特性と高い収率を持ち容易に製造することができるという長所がある。
【００１２】
　以下、発明をより詳しく説明する。本発明による混合物を含む電場発光材料には化学式
１及び化学式２のそれぞれ１種ずつで構成される混合物を使用することが望ましく、特に
Ｒ１ないしＲ４はそれぞれ等しくても相異なっていてもよいが、製造段階において単一段
階で製造された混合物であり、Ｒ１とＲ３が等しく、Ｒ１とＲ３が等しいものが望ましい
。
【００１３】
　赤色の電場発光材料として特性を満足するためには置換体の炭素数が大きい必要はなく
、下記の化学式３及び化学式４のように置換体がイソキノリン基の7番炭素と前記イソキ
ノリン基の２番位置に置換されたペニル基のパラ（ｐａｒａ）位置に置換されることが望
ましい。
　［化学式３］

　［化学式４］
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　 [Ｒ１=Ｒ３、Ｒ２=Ｒ４であり、Ｒ１とＲ２はお互いに独立的な水素、メチル、エチル
、フッ素である。]
【００１４】
　一番望ましい材料は、製造段階での混合比の再現性や製造の容易性及び発光特性などを
考慮すれば、Ｒ１ないしＲ４がすべて水素である化学式３の化合物及び化学式４の化合物
の混合物を含むものである。
【００１５】
　本発明による混合物を含む電場発光材料の組成として望ましくは、化学式３の化合物が
１ないし９モル、化学式４の化合物が９ないし１モルの比の混合物から成り立つことであ
り、発光特性と混合物としての製造時組成比の再現性を考慮すれば化学式３の化合物が３
ないし５モル、化学式４の化合物が７ないし５モルの比の混合物から成り立つことが一番
望ましい。本発明による混合物を含む発光材料としてＲ１=Ｒ３、Ｒ２=Ｒ４である場合に
は下記に示した反応式１を応用して製造することができる。
【００１６】
　［反応式１］

　即ち、本発明による混合物を含む発光材料は前記の反応式１のように、
　Ａ）２-ペニルイソキノリン誘導体と塩化イリジウムを有機溶媒存在の下で反応させて
μ-ジクロロジイリジウム化合物を製造する段階と、
　Ｂ）前記段階で製造されたμ-ジクロロジイリジウム化合物と２-ペニルピリジン誘導体
を有機溶媒存在下の９０ないし１３０℃で反応させる段階と
　を通して容易に製造される。
【００１７】
　また下記の反応式２のように出発物質として２-ペニルイソキノリン誘導体の代わりに
２-ペニルピリジン誘導体からμ-ジクロロジイリジウムを製造し、その後、２-ペニルイ
ソキノリンを反応させて製造する方法も可能である。
【００１８】
　［反応式２］

　またＲ１とＲ３及びＲ２とＲ４が相異なっている場合の混合物は、反応式２の段階で２
-ペニルイソキノリン誘導体を適正の割合で加えて製造することができる。
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　μ-ジクロロジイリジウム化合物は、３塩化イリジウム（ＩｒＣｌ３）と２-ペニルピリ
ジン又は２-ペニルイソキノリンを１：２-３モルの割合で反応させ、望ましくは１：２．
２モル程度の割合で溶媒に混合して還流させた後、ジイリジウムダイマー（Ｄｉｍｅｒ）
を分離することで、高い収率で製造することができる。前記の反応段階での溶媒は極性溶
媒としてはアルコール又はアルコール／水混合溶媒が望ましく、その例として２-エトキ
シエタノール、２-エトキシエタノ‐ル／水混合溶媒がある。
【００２０】
　分離されたμ-ジクロロジイリジウムダイマーは、ジイリジウムダイマーの製造に使わ
ない化合物として、２-ペニルイソキノリン又は２-ペニルピリジンをＡｇＣＦ３ＳＯ３、
Ｎａ２ＣＯ３、ＮａＯＨなどと共に溶媒として２-エトキシエタノール、ジグリム（ｄｉ
ｇｌｙｍｅ）を使って９０ないし１３０℃の温度で反応させ、有機溶媒によって抽出し適
切な溶媒によって再結晶させ、最終生成物としての混合物を高い収率で製造する。この時
、所望の混合物の組成比によって反応させるモル比を適切に決めて使う。
【００２１】
　最終生成物である化学式１及び化学式２化合物の生成割合はμ-ジクロロジイリジウム
ダイマーと、ジイリジウムダイマーの製造に使わない化合物としての２-ペニルイソキノ
リン又は２-ペニルピリジンとの投入割合や温度によって違うが、反応物の投入割合が等
しい時、反応温度を９０ないし１３０℃の範囲で固定させた時に生成される混合物の組成
は高い再現性を持っている。
【００２２】
　本発明における２-ペニルピリジンと２-ペニルイソキノリン誘導体は公知の物質として
当分野の先行技術文献に記載されており、また、本発明による混合物を含む電場発光材料
の製造方法は前記の反応式１及び反応式２に図示された製造方法だけに限定されず、これ
ら以外にも前記反応式１及び反応式２の製造方法を応用させたり他の製造方法を適用可能
であり、これは当分野の通常の知識を持った者なら従来の有機合成方法を利用して容易に
製造することができるので、詳細な記載は略する。
【発明の効果】
【００２３】
　以上で詳しく述べたように、本発明による混合物を含む前記発光素材は、材料の寿命特
性が優秀で、赤色の発光特性を持つ物質として、製造収率が高く精製が簡単で混合物の製
造において再現性が優れており商用化することができるという長所がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下に、本発明の実施例に基づいた本発明による新規な電場発光化合物の製造方法を例
示する。しかし、下記の実施例は本発明に対する理解を助けるためのものであって、本発
明の範囲がこれに限られるわけではない。
【００２５】
　［実施例]
　以下実施例で使われる化合物は下記の略字で表される。
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【００２６】
　［実施例１］
　［2-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）]２ＩｒＣｌ２Ｉｒ[2-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）]２
の製造
　塩化イリジウム（ＩＩＩ）１．０ｇ（３．４３ｍｍｏｌ）と２-ペニルイソキノリン（
２-フェニルイソキノリン）１．６ｇ（７．８０ｍｍｏｌ）とを２-エトキシエタノール２
０ｍＬに入れて窒素下で１６時間の間還流させた。常温で反応混合物に水５０ｍＬを加え
て生成された固体を濾過して、冷たいメタノールで洗って赤色結晶のμ-ジクロロジイリ
ジウム中間体である表題化合物１．４２ｇ（１．１２ｍｍｏｌ、収得率６５％）を収得し
た。
【００２７】
　［実施例２］
　［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２ＩｒＣｌ２Ｉｒ［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２の製造
　塩化イリジウム（ＩＩＩ）１．０ｇ（３．４３ｍｍｏｌ）と２-ペニルピリジン（２-フ
ェニルピリジン）１．１７ｇ（７．５５ｍｍｏｌ）とを２-エトキシエタノール２０ｍＬ
に入れて窒素下で１６時間の間還流させた。常温で反応混合物に水５０ｍＬを入れて生成
された固体を濾過して、冷たいメタノールで洗って黄色い結晶のμ-ジクロロジイリジウ
ム中間体である表題化合物１．５７ｇ（１．４６ｍｍｏｌ、収得率８５％）を収得した。
【００２８】
　［実施例３］
　［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=ＣＨ３、Ｒ２=Ｈ）］２ＩｒＣｌ２Ｉｒ［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=
ＣＨ３、Ｒ２=Ｈ）］２の製造
　パラトリルボロン酸（ｐ-トリルボロン酸）１．５０ｇ（１１．０ｍｍｏｌ）、1-クル
ロロイソキノリン（1-クロロイソキノリン ）１．６３ｇ（１０．０ｍｍｏｌ）及びテト
ラキス（トリフェニルホスフィン）パラジウム（テトラキス（トリフェニルホスフィン）
パラディウム（０））０．６４ｇ（０．５５ｍｍｏｌ）をトルエン-エチルアルコール混
合溶媒（５：３）８０ｍＬに溶かした後、２Ｍ炭酸ナトリウム水溶液３０ｍＬとピリジン
１ｍＬを添加して一日の間還流させた。反応を停止させた後、常温まで冷却させてエチル
アセテートで抽出しクロロホルムにより再結晶させ白色の固体のリガンド（ｌｉｇａｎｄ
）２-（ｐ-トリル）-イソキノン（２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=ＣＨ３、Ｒ２=Ｈ））１．７５ｇ
（８．０ｍｍｏｌ）を得ることができた。
　１Ｈ ＮＭＲ（２００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３）：δ２．３（ｓ、３Ｈ）、７．０５-７．２
０（ｑ、３Ｈ）、７．４５-７．６０（ｍ、２Ｈ）、７．７-７．９（ｑ、４Ｈ）、８．４
（ｄ、１Ｈ）
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【００２９】
　塩化イリジウム（ＩＩＩ）１．０６ｇ（３．６４ｍｍｏｌ）と合成されたリガンド１．
７５ｇ（８．０ｍｍｏｌ）を利用して実施例１と同じ方法でμ-ジクロロジイリジウム中
間体である表題化合物１．３０ｇ（０．９９ｍｍｏｌ、収得率５４％）を収得した。
【００３０】
　［実施例４］
　実施例１と実施例３で製造されたμ-ジクロロジイリジウム錯体［２-Ｐｈ-ｉＱ］２Ｉ
ｒＣｌ２Ｉｒ［２-Ｐｈ-ｉＱ］２１．１２ｍｍｏｌと２-ペニルピリジン０．３８ｇ（２
．４５ｍｍｏｌ）、ＡｇＣＦ３ＳＯ３０．６０ｇをジグリム１０ｍＬに入れた後、窒素下
で１２ないし４８時間の間９０ないし１３０℃に加熱した。常温で水５０ｍＬを入れて生
成された固体を濾過した後、塩化メチレンで抽出して、塩化メチレン-メタノール混合溶
媒を利用して再結晶させ、［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２［２-Ｐｈ-ｉＱ］］Ｉｒと［２-Ｐｈ-Ｐｙ
］［２-Ｐｈ-ｉＱ］２Ｉｒを１：９ないし９：１のモル比で収率１０ないし４０％の範囲
で収得した。
【００３１】
　製造された混合物の割合はＨＰＬＣを利用して決めた。カラムはＯＤＳカラム（Ｗａｔ
ｅｒｓ社）を採択し、溶媒はメタノール：水（９：１）の混合溶媒を使った。反応条件に
よる［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２［２-Ｐｈ-ｉＱ］Ｉｒと［２-Ｐｈ-Ｐｙ］［２-Ｐｈ-ｉＱ］２Ｉ
ｒの生成割合と収率を表１に示した。
【００３２】
　［表１］

　表１で示したように［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２［２-Ｐｈ-ｉＱ］Ｉｒと［２-Ｐｈ-Ｐｙ］［２
-Ｐｈ-ｉＱ］２Ｉｒの生成の割合は反応温度及び反応時間によって差が見られたが、この
ような割合は同一反応条件下では高い再現性を持ち、性能が一番優れた割合と合成収率を
選択することで、高性能材料の量産性を確保することができる。
【００３３】
　［比較例１］
　［２-Ｐｈ-Ｐｙ］［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］２Ｉｒ
　実施例1で製造したμ-ジクロロジイリジウム錯体［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］２

ＩｒＣｌ２Ｉｒ［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］２１．４２ｇ（１．１２ｍｍｏｌ）と
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２-ペニルピリジン０．３８ｇ（２．４５ｍｍｏｌ）、ＡｇＣＦ３ＳＯ３０．６０ｇをジ
グリム１０ｍＬに入れた後、窒素下で２４時間の間１１０℃に加熱した。常温で水５０ｍ
Ｌを加えて生成された固体を濾過した後、塩化メチレンで抽出して、コラムクロマトグラ
フィを利用して精製して、表題化合物を０．１５ｇ（０．２０ｍｍｏｌ、９％）の低い収
得率で得た。
　１ＨＮＭＲ（２００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３）：δ６．９-７．１（ｍ、３Ｈ）、７．２-７
．３５（ｍ、９Ｈ）、７．４５-７．７５（ｍ、８Ｈ）、７．８-８．０５（ｍ、５Ｈ）、
８．４（ｍ、２Ｈ）、８．５-８．６（ｄ、１Ｈ）
　ＭＳ／ＦＡＢ：７５５（ｆｏｕｎｄ）、７５４．９０（ｃａｌｃｕｌａｔｅｄ）
【００３４】
　［比較例２］
　［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］Ｉｒ
　実施例２から製造されたμ-ジクロロジイリジウム錯体１．５７ｇ（１．４６ｍｍｏｌ
）と２-ペニルイソキノリン０．６６ｇ（３．２１ｍｍｏｌ）、ＡｇＣＦ３ＳＯ３１．０
４ｇをジグリム１５ｍＬに入れた後、窒素下で２４時間の間１１０℃に加熱した。常温で
水５０ｍＬを加えて生成された固体を濾過した後、塩化メチレンで抽出して、コラムクロ
マトグラフィを利用して精製し、表題化合物０．１５ｇ（０．２１ｍｍｏｌ、収得率７％
）を得た。
　１Ｈ ＮＭＲ（２００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ３）：δ６．９-７．１（ｍ、３Ｈ）、７．２５
-７．３５（ｍ、９Ｈ）、７．４５-７．７（ｍ、７Ｈ）、７．９-８．０５（ｍ、４Ｈ）
、８．４（ｄ、１Ｈ）、８．５-８．６（ｍ、２Ｈ）
　ＭＳ／ＦＡＢ：７０５（ｆｏｕｎｄ）、７０４．８４（ｃａｌｃｕｌａｔｅｄ）
【００３５】
　前記実施例３と比較例１及び比較例２で分かるように、単一化合物を含む前記発光材料
の場合商用化が難しい程収率が非常に低く精製工程が非常に複雑である反面、本発明によ
る混合物を含む前記発光材料は商用化が可能な程に収率が高いことが分かり、精製工程も
簡単であることが分かる。
【００３６】
　［実施例５］
　ＯＬＥＤの製作
　前記実施例４で製造した発光材料を発光ドーパントとして使用しＯＬＥＤ素子を製作し
た。まず、ＯＬＥＤ用ガラス（三星コニング社製造）から得られた透明電極ＩＴＯ薄膜（
１５Ω／□）を、トリクロロエチレン、アセトン、エチルアルコール、蒸溜水を順次使っ
て超音波洗浄を実施した後、イソプロパノールに入れて保管し使った。
【００３７】
　次に、真空蒸着装備の基板フォルダにＩＴＯ基板を設置して、真空蒸着装備内のセルに
４、４’、４"-ｔｒｉｓ（Ｎ、Ｎ-（２-ナフチル）-フェニルアミノ）トリフェニルアミ
ン（２-ＴＮＡＴＡ）を入れて、チャンバ内の真空度が１０-６トルに到達するまで排気さ
せた後、セルに電流を印加して２-ＴＮＡＴＡを蒸発させＩＴＯ基板上に６０ｎｍの厚さ
の正孔注入層を蒸着した。
【００３８】
　引続いて、真空蒸着装備内の他のセルに下記Ｎ、Ｎ'-ｂｉｓ（α-ナフチル）－N、Ｎ'-
ジフェニル-４、４'-ジアミン（ＮＰＢ）を入れて、セルに電流を印加してＮＰＢを蒸発
させ正孔注入層上に２０ｎｍの厚さの正孔伝達層を蒸着した。
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【００３９】
　さらに、前記真空蒸着装備内の他のセルに発光ホスト材料である４、４'‐Ｎ、Ｎ'-ジ
カルバゾル-ビフェニル（ＣＢＰ）を入れ、また他のセルには実施例１ないし２で製造し
た発光材料をそれぞれ入れた後、二つの材料を異なった速度で蒸発させてドーピングする
ことで前記正孔伝達層上に３０ｎｍの厚さの発光層を蒸着した。この時のドーピング濃度
はＣＢＰ基準で４ないし１０ｍｏｌ％が適当である。
【００４０】
　引続いてＮＰＢと等しい方法で、前記発光層上に正孔遮断層でＢｉｓ（２-メチル-８-q
uinolinato）（ｐ-フェニルフェノラト）アルミニウム（ＩＩＩ）（ＢＡｌｑ）を１０ｎ
ｍの厚さで蒸着させて、引続いて電子伝達層としてｔｒｉｓ（８-ヒドロキシキノリン）-
アルミニウム（ＩＩＩ）（Ａｌｑ）を２０ｎｍの厚さで蒸着した。次に電子注入層でリチ
ウムキノレート（Ｌｉｑ）を１ないし２ｎｍの厚さで蒸着した後、他の真空蒸着装備を利
用してＡｌ陰極を１５０ｎｍの厚さで蒸着してＯＬＥＤを製作した。

【００４１】
　［実施例６］
　電場発光材料の光学的特性確認
　材料別に合成収率が高い錯体を１０-６トル下で真空昇華精製してＯＬＥＤ発光層のド
ーパントとして使い、ＯＬＥＤの発光効率は１０ｍＡ／ｃｍ２で測定した。実施例４で製
造した混合発光材料である［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］Ｉｒと
［２-Ｐｈ-Ｐｙ］［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］２Ｉｒの組成比に依存した発光特性
を比較し表２に示した。
【００４２】
　［表２］
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　表２に示したように、組成比によってＣＩＥ座標にはあまり大きい影響を与えず発光効
率にのみ影響を与えることが分かった。これは［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１

=Ｒ２=Ｈ）］Ｉｒと ［２-Ｐｈ-Ｐｙ］［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］２Ｉｒの両方
が、純赤色の優秀な赤色発光材料であることが理由であり、混合することでより優れた発
光特性を見せるのは、これらの混合物が適切なエネルギー伝達メカニズムを構成すること
ができる薄膜システムを形成するためであると分析することができる。
【００４３】
　発光ドーパントとしてのこれら混合物を適用した素子はすべて１０，０００時間以上の
優秀な長い寿命を持っていて、本発明の適切な組成を利用すれば、最上の発光特性を持つ
ＯＬＥＤパネルを製造できることが期待できる。
【００４４】
　図２は本発明による混合物を含む前記発光材料の組成比による発光効率特性グラフであ
り、図２は本発明による混合物を含む前記発光材料の組成比による電流密度-電圧特性グ
ラフであり、図３は本発明による混合物を含む前記発光材料の組成比による輝度-電圧特
性グラフである。
【００４５】
　図２に示したように［２-Ｐｈ-Ｐｙ］２［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］Ｉｒと [２
-Ｐｈ-Ｐｙ]［２-Ｐｈ-ｉＱ（Ｒ１=Ｒ２=Ｈ）］２Ｉｒの割合が５０：５０ないし３０：
７０程度を維持すると、従来の材料に比べて著しく性能が改善された新しい２-ペニルイ
ソキノリンをリガンドとしイリジウム錯体混合物を発光材料として商用化できることが期
待できる。また本発明によるイリジウム錯体のＯＬＥＤ蒸着装備での蒸着温度は２７０℃
であり、これは２-ペニルイソキノリンイリジウム錯体（ｔｒｉｓ ｆｏｒｍ）が３３０℃
である事と比べると温度が非常に低く、このような材料の昇華点低下は材料の工程性と安
全性確保のために重要な要素である。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】有機ＥＬ素子の単面図
【図２】本発明による混合物を含む電場発光材料の組成比による発光効率特性グラフ
【図３】本発明による混合物を含む電場発光材料の組成比による電流密度-電気特性グラ
フ
【図４】本発明による混合物を含む電場発光材料の組成比による輝度-電気特性グラフ
【符号の説明】
【００４７】
　１　有機ＥＬ用ガラス、　２　透明電極ＩＴＯ薄膜、　３　正孔伝達層、　４　発光層
、　５　正孔ブロッキング層、　６　電子伝達層、　７　電子注入層、　８　陰極
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【国際調査報告】
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